
資料２ 

平成 18 年 11 月 20 日 
 

平成１８年度合法性・持続可能性証明システム 
普及事業の推進状況について 

 
１ 説明会の開催 

林業木材関係中央団体 19 団体及び、すべての都道府県団体において説明会を

開催し、認定団体として活動をはじめている。 
10 月下旬段階で 2600 事業体が合法木材供給事業体として認定されている。 

 
２ パンフレットの作成 

① 事業者向けパンフレットを 5 万 5 千部作成 4 万 5 千部配布 
② 企業の調達担当者、一般消費者向け、パンフレットを 4 万部作成し 3 万部配

布（別紙） 
③ 海外向けパンフレットは英語、インドネシア語、ロシア語、中国語、スペイ

ン語の５カ国語で作成することとし準備中 
 
３ ホームページの立ち上げ 

別途説明 
 
４ 商品フェア等での展示 

8 月 24-26 日 JAPAN DIY HOMECENTER SHOW（幕張メッセ、社団法人

日本ドゥ・イット・ユアセルフ協会主催）にブースを出展（パネ

ル展示、アンケート） 
 
10月6-12日 第４１回国際熱帯木材機関理事会（パシフィコ横浜）ポスター、

パンフレット５カ国語展示 
 
11 月 22-25 日（予定） エコビルト 2006 すまい・建築・都市の環境展（東

京ビックサイト）ブース出展（パネル展示、映像放映、

アンケート） 
 
12 月 14-16 日（予定） エコプロダクツ 2006（東京ビックサイト）ブース出

展（パネル展示、映像放映、アンケート、製品カタロ

グ展示） 
 
５ 国際シンポジウム 

別途説明 
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